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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は，認知行動療法（CBT）トレーニングに必要な教育内容を明らかにす
るとともに，CBT実践家に必要とされるコンピテンスを検討することであった。
研究の結果，CBTトレーニングの構成要素が明らかにされ，CBTコンピテンスに関するチェックリストが作成され
た。さらに，日本のCBTトレーニングは英国に比べて不十分であり，特に，実践トレーニングが不足していた。
また，英国の学生はCBTコンピテンスを十分に高く評価していたが，日本の学生は低い傾向にあった。以上か
ら，日本においてCBTトレーニング・ガイドラインの策定とCBTセラピストの認定制度の確立が必要であることが
示唆された。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study was to identify the critical components of 
cognitive behavior therapy (CBT) training program and to investigate the characteristics of the 
competencies among students undergoing CBT training.
 As a result, we identified 3 categories for a CBT training program comprising 62 items, and we 
developed a checklist for CBT competencies (45 large categories and 108 small categories). We also 
compared CBT training and competencies between Japan and the UK. The results indicate that the 
Japanese training is generally insufficient compared with that of the UK. In particular, practical 
training seems to be lacking.  And while the UK trainees rated their CBT competencies significantly 
higher, most Japanese trainees regarded themselves as being able to demonstrate few of the required 
CBT competencies.  
 This study suggests that CBT training guidelines and procedures for the accreditation of CBT 
therapists should be established in Japan.

研究分野：臨床心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究は，わが国のCBTの実践家養成においてどのような点が不足しているのかや，実践家に必要とされるCBT
のコア・コンピテンスを解明するとともに，それらの知見から認知行動療法の実践家養成のためのトレーニング
ガイドラインを策定し，わが国におけるCBTの質保証及び均てん化，およびそれを担保する養成プログラムの最
適化に資する提言を行うことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 

認知行動療法は，精神保健を支える中軸的な心理療法となり，「普及」の時代から「質保

証」の時代に移行した。しかし，わが国においては，認知行動療法の教育研修については標

準化されたプログラムは存在しておらず，認知行動療法を専門とする教員が各自の経験に

基づいて知識・技能の教授を行っているのが現状である。一方，英国においては，英国心理

学会及び英国認知行動療法学会（BABCP）が厳格に定めた教育プログラムに基づいて，認知

行動療法を主軸とした洗練された系統的な教育研修が行われている。 

すなわち，わが国における認知行動療法の実践家養成に関して，以下のような問題点を挙

げることができる。①日本の認知行動療法の実践家が現状としてどのようなコンピテンス

を有しているかが不明確，②日本においてどのような教育研修を充実することがコンピテ

ンスの向上につながるのかが不明確である。これらの問題を解決するためには，英国の認知

行動療法の実践家養成システムを教育研修モデルとして位置付け，それらとの比較を行う

ことで，具体策を検討していくことが有力な方策であると考えられる。 
 
２．研究の目的 

本研究は，わが国における認知行動療法の質保証及び均てん化と，それを担保する養成プ

ログラムの最適化を図るために，認知行動療法の実践家に必要とされるコア・コンピテンス

を解明するとともに，コア・コンピテンスを育成するための教育研修内容について検討する

ことを目的とした。具体的には，臨床心理学（特に認知行動療法）の教育研修システムが世

界で最も整備されている英国との共同研究体制を構築し，日英の認知行動療法実践家養成

コースにおける教育研修項目の質的分析を行うとともに，抽出された教育研修項目と養成

コースを修了する者のコンピテンス（資質・知識・技能）との関連を包括的に検討すること

を通して，日英の特徴や差異を総合的に考察し，日本における認知行動療法の教育研修シス

テムの在り方を提言した。 
 
３．研究の方法 

＜研究１－１＞ 英国のガイドラインを参考に，認知行動療法トレーニングにおける基本

構成要素を検討した。さらに， BABCP（2016）のガイドラインに定められた枠組みに基づい

て分類し，整理を行った。そして，前述の抽出された教育内容のカテゴリー名やその分類の

内容的妥当性について，学術的，実践的，教育的観点から協議を行った。最後に，英国の大

学教員１名が項目内容の妥当性の確認を行った。 

 

＜研究１－２＞ 英国のメンタルヘルスに関する国家施策である IAPT（Improving Access 

to Psychological Therapies）の取り組みの一環として作成された認知行動療法に関する

コンピテンスを評価するためのリスト（The competence model for CBT：Roth & Pilling，

2007）の項目について集約化を行い，セラピストが認知行動療法を行う際に必要となるコン

ピテンスを整理した。 

 



＜研究２－１＞ 研究１－１で整理された認知行動療法トレーニングにおける基本構成要

素（小関ら，2018）を用いて，英国の認知行動療法のトレーニングの現状を明らかにするこ

とを目的とした。BABCP（2016）の認証を受けている大学等 36すべての英国教育機関のカリ

キュラム責任者を対象に質問紙調査を実施した。調査材料は，①フェイスシート（臨床心理

学教育に携わっている年数など），②研究１－１で整理された認知行動療法トレーニングに

おける基本構成要素に基づいたチェックリスト(小関ら, 2018)であった。 

 

＜研究２－２＞ 研究１－１で整理された認知行動療法トレーニングにおける基本構成要

素に基づいたチェックリスト（小関ら，2018）を用いて，日本の認知行動療法のトレーニン

グの現状を明らかにすることを目的とした。臨床心理士養成大学院にて，認知行動療法に関

連する講義・実習等を担当している大学専任教員を対象に質問紙調査を実施した。 

 

＜研究３－１＞ 研究１－２で作成された認知行動療法のコンピテンス評価尺度（栁井ら, 

2018）のコンピテンス評価尺度を用いて，日本の大学院生の自己評価および他者評価による

実態の把握と，２時点調査による教育に伴う変化について明らかにすることを目的とした。

臨床心理士養成大学院の臨床心理学コースに在籍中の修士課程２年の大学院生および同大

学院において，認知行動療法に関連する講義・実習等を担当している大学専任教員を対象に

縦断調査を実施した。 

 

＜研究３－２＞ 日本の臨床心理士養成大学院修士課程に在籍する学生と英国において

IAPT のトレーニングコースに在籍する学生について，認知行動療法コンピテンスについて

比較することによって，その現状を明らかにすることを目的とした。調査には研究１－２で

作成された認知行動療法のコンピテンス評価尺度（栁井ら，2018）を用いた。 
 
４．研究成果 

＜研究１－１＞ 「①認知行動療法の基礎」，「②うつ病に対する認知行動療法」，「③不

安症に対する認知行動療法」の３カテゴリーが設定され，62 の大項目と 86の小項目に集約

された。本研究で示された教育内容は，BABCP のガイドラインに沿った枠組みになっている

ことが確認された。本研究で示された教育内容は， BABCP（2016）の認証を受けている大学

等の 35 コースすべての訓練機関の教育内容も反映させたものであり，なおかつ日本の認知

行動療法に関する研究者と実践家が協議により抽出した項目を含んでいた。今後，日本で認

知行動療法の実践家を養成する際の教育項目として活用できる可能性が示唆された。 

 

＜研究１－２＞ Roth & Pilling（2007）によって作成されたリストのうち，「包括的なセ

ラピーのコンピテンス（９つの大項目と 85の小項目）」，「基本的な認知行動療法コンピテン

ス（14の大項目と 98の小項目）」，「具体的な行動療法・認知療法の技法（14の大項目と 140

の小項目）」，「メタコンピテンス（８つの大項目と 29 の小項目）」の４カテゴリーを分析対



象とした。認知行動療法を専門とする臨床心理士２名と臨床心理学大学教員４名，臨床心理

学大学院生１名により分析した結果，45 の大項目とそれらを構成する 352 の小項目は，45

の大項目と 108 の小項目に集約された。本研究でコンピテンスの項目を集約化・簡略化した

ことにより，研修生から熟達者まで幅広いセラピストが自身のセラピーを定期的に振り返

ることを可能にし，セラピスト自身やセラピーの質の向上・維持が期待できると考えられる。 

 

＜研究２－１＞ 13 コースから回答が得られ，その結果を概観した結果，BABCP の Level 2

の認証を受けたトレーニング機関においては，概ねガイドラインに沿った包括的な教育が

なされていたことが示唆された。また，多くの教育内容項目のトレーニング方法は，実践的

なトレーニングが採用されていた。特に，治療関係の構築やクライエントの個別性への対応，

およびスーパービジョンの有効活用などについては，現場実習における実践的なトレーニ

ングが重視されていることが明らかになった。これらのことから，英国では，BABCP のガイ

ドラインが定める教育内容について，かなり短期集約的に教育を行いながら，現場実習への

配置とケースの割り当てを系統的に行っていることが明らかになった。 

 

＜研究２－２＞ 74 名のデータが得られ，データを整理した結果，研究２－１で示された

英国の教育水準（鈴木ら, 2018）と比較すると，日本の認知行動療法の基本構成要素の教育

は，概して十分に実施されているとは言えないことが示唆された。特に，理論や技法の基礎

教育は行われている一方で，臨床実践のための教育・訓練が不足していることが示唆された。

また，それらの教育の実施の程度は教員間でばらつきも大きく，各教員の裁量に依存して教

育が行われている傾向が示唆された。さらに，日本のトレーニングの基本構成要素には，複

数の教育項目が新たに必要であることが示されたため，日本の現状を踏まえて，認知行動療

法のトレーニング・ガイドラインを整備する必要性があることが示された。 

 

＜研究３－１＞ 大学教員と大学院生 69 組のデータが得られ，分析の結果，大学院生は自

分の評価を低く見積もる一方で，教員は大学院生の評価を高く見積もっている可能性が示

唆された。一方で，大学生と大学教員の両者の評価の関連を検討するため，相関分析を実施

した結果，項目２以外のいずれの項目においても正の相関が示されことから，認知行動療法

のコンピテンス評価尺度（栁井ら，2018）は，評価の視点の一貫性が担保されていることが

示唆された。今後は，認知行動療法のコンピテンスの自己評価あるいは他者評価として，本

尺度が活用できる可能性があることが示唆される。 

 

＜研究３－２＞ 日本からは 158 名，英国からは 29 名の学生が質問紙調査に参加した。認

知行動療法コンピテンスの全項目で日本の学生は有意に低い得点を示した日本の学生の多

くが認知行動療法の実践に必要な知識と技能について低く評価する傾向にあった。カテゴ

リー別の平均点をみると，日本の学生において最も得点が高かったカテゴリーは「包括的な



セラピーのコンピテンス」，最も低かったカテゴリーは「具体的な行動療法・認知療法の技

法」であった。これらのことから，本邦の学生に対する認知行動療法コンピテンス向上の更

なる機会提供が重要であることが示された。 

 

以上のように、本研究では，認知行動療法の教育研修システムが世界で最も整備されてい

る英国のガイドラインを参照しながら，認知行動療法トレーニングの主要な構成要素を明

らかにするとともに，認知行動療法の実践家に必要とされるコア・コンピテンスを評価する

ためのツールを開発した。そしてその成果は，日本の認知行動療法の主要学会である一般社

団法人日本認知・行動療法学会において，「認知行動療法とトレーニング・ガイドライン基

本項目」として整備された。 

 今後，本研究の成果が我が国における認知行動療法の実践家の養成システムの充実，資格

認証の制度，さらには実践家の質保証のための評価システムの構築などに活用されること

が期待される。 
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